
合計 168億7,100万円

平成23年度当初予算における財源捻出への取組

１ 歳入の確保 5,796百万円

・市町との協働等による税収確保 665百万円
個人県民税、自動車税の徴収体制の強化 など

・核燃料税の確保 224百万円
税率 10→13％ など

・未利用財産の売却、有料広告の導入等 4,907百万円
売却計画等に基づく財源確保

庁舎や広報誌への広告掲出 など

２ 歳出のスリム化 11,075百万円

・静岡型事業仕分けによる見直し 1,748百万円
事業仕分け実施事業の廃止又は改善
事業仕分けを反映した政策的経費全般の見直し

・事務事業の徹底した見直し 2,011百万円
旅費等事務費節減、民間委託等の一層の活用 など

・一般行政部門のスリム化 1,186百万円
H22:部局職員95人削減、H23:更に10人削減

・職員給与の見直し 4,735百万円
地域手当 4％→3％

自宅に係る住居手当の廃止、義務教育等教員特別手当の縮減 など

・出資法人等への歳出見直し 78百万円
外郭団体への補助金等の見直し など

・その他 1,317百万円
予算節減努力評価制度による取組
公債費の縮減、団体負担金の見直し など

※参考 職員給与の見直し 186億円（人事委員会勧告に基づく給与改定）



（単位：百万円）

区分
22当初
公表

23当初
公表

主な内容

480 665
・市町との人事交流による個人県民税の徴収強化
・早期財産調査、財産差押えの徹底

1,139 224 税率10→13％（H22～）

1,903 4,907

未利用財産の売却等
〔売却計画等に基づく財源確保〕 1,842 4,170

・静岡工業高校跡地
・警察本部大岩本町敷地 ほか

有料広告の導入等
〔庁舎、広報誌等への広告掲出〕 15 22

・県庁エレベーター、「県民だより」への広告掲載
・納税通知書への広告掲載 ほか

資金運用の効率化 35 149
・資金収支見込に基づく余裕資金の積極的な運用
・歳計現金、基金運用の効率化

手数料の新設・見直し 11 21
・廃棄物処理施設定期検査手数料等の新設
・他県と比較し、低額な手数料の見直し ほか

特定目的基金の見直し 186 充当対象事業の拡大ほか

職員住宅の売却 359 必要戸数の整理、解体計画の策定

3,522 5,796

3,072 1,748
・事業の廃止又は改善による縮小
・事業仕分けを反映した政策的経費全般の見直し
国との役割分担の見直しによる事業廃止 ほか

3,154 2,011
・旅費等事務費節減
H22 執行留保 △5％、H23 事務費節減 △7％

・民間委託等の一層の活用 ほか

584 1,186
知事部局職員
H22：95人削減（実績）
H23：更に10人削減

4,692 4,735

・地域手当見直し（４％→３％）（H21.12～）
・自宅に係る住居手当の廃止（H22.12～）
・教員給与見直し
（義務教育等教員特別手当の縮減等）

2,995 78 外郭団体への補助金等の減（団体剰余金の活用等）

395 209 県立美術館の効果的な広報による入場料収入増ほか

285 1,091
・発行年限の見直し、定時償還債の発行
・県債の表面利率の小数点以下を３桁に全て変更ほか

17 費用対効果等を踏まえた見直し

15,177 11,075

18,699 16,871

15,200 18,630
人事委員会勧告に基づく給与改定
月例給（△0.14％)、特別給(△0.20月)
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一般行政部門のスリム化
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予算節減努力評価制度による取組

公債費の縮減

団体負担金の見直し

項 目

市町との協働等による税収確保
〔個人県民税、自動車税の徴収強化〕
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